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令和 7 年度 相談支援事業所 えがお 事業計画 
基本方針 ・真摯に子ども目線で将来に向けたプランである事。 

・子どもや親御さまを取り巻く関係者間の支援体制を重視する事。 

・特定相談においては、本人の意思を最大限に尊重する事。 

・個のストレングス重視としたプランである事。 

・自己実現への道しるべとなる事。 

・関係者間の連携。 

 

・東京都医療ケア児等コーディネーター養成講座:受講（2 名） 

 既にご登録されている医療的ケア児の地域生活をコーディネートする 

 役割と共に、今後医療的ケア児等においては積極的に関わりを持つ 

 相談支援事業所でありたいと思う。 

重点項目(方針) 現在（R7.1 月）、契約者数 145 名。 

・医療的ケア児等の受け入れに関しては特に上限を設けない。 

年間稼働目標 390 名（目標:月 30 ケース）  

4 月 30 10 月 30 

5 月 30 11 月 30 

6 月 30 12 月 30 

7 月 30 1 月 30 

8 月 30 2 月 30 

9 月 30 3 月 60 
 

稼働目標 

（利用見込）  

 

 

年間利用見込  障害児相談支援事業:  5 名（新規契約数） 

        特定相談支援事業 :  1 名（新規契約数） 

障害児相談支援事業: 30 名（契約者稼働） 

        特定相談支援事業 :  2 名（契約者稼働） 

 

予算(単位/円) 

 

昨年度に準ずる 

障害福祉サービス等事業活動収入:14,875,000 

         事業活動支出:12,418,000   

事業内容 障害児者の支援計画の作成及び資源利用にあたり、適切なアドバイスや 

有用な情報提供を行い個に寄り添った支援を行っていく事で、関係者間で 

ご利用者自身を中心とした支援ネットワークの構築を図り、途切れの無い 

継続性のある支援を可能としていきながら、最終的に自己実現に向けた自立

可能な将来的展望を示している。 
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サービス内容 

（支援内容） 

障害児者の支援。 

・療育等地域資源の利用にあたり、意図・根拠を踏まえ計画書の作成 

 及びアセスメント・モニタリングを実施する事で、より効果的な 

療育での学びの効果を適切に評価し次につなげていく。 

・保護者、療育先、日中活動先（学校・保育所等）との情報の共有にて 

 随時現況を把握する事で、より適切な支援に努める。 

地域共生社会の担い手としての参加。 

管理体制 

（組織図） 

・管理者 兼 相談支援専門員   １名 

                      相談員   1 名 

   （人員配置 1.5 人） 

年間行事 ・障害児相談支援事業所連絡会。 

・子ども支援部会。 

・相談支援部会 

・しながわ相談スキルアッププロジェクト 

・東京都相談支援ネットワーク。     等 

その他 子ども相談支援連絡会は、今後不定期開催から 3 ヶ月ごとの定期開催と 
なった（スケジュール決定）。 
これからも相談支援業務にあたる上で必要な資源やサービスについて意見等
を出し合ったり、困難ケースについての検討・複雑になった請求業務の加算
について理解を深めるため専門家の講義や勉強会等を行っていく。 

 

 

 


